


 

 

平成３０年度の財政運営 
                                       

〔 〕内の数値は、対前年度比の増減率、増減額 

 

１ 一般会計の決算 

歳入総額は３１２億４千万円〔9.9％、28.2 億円〕、歳出総額は２８９億９千万円〔4.6％、

12.7 億円〕となりました。この結果、繰越事業に充当される財源を除く実質収支額は１

３億４千５百万円となり、前年度と比べ 161％、8.3 億円の大幅な増加となりました。 

歳入においては、市税や県支出金等の増加により、前年度と比べ２８．２億円の大幅

な増加となりました。 

主な内訳としては、市税は１７６億７千９百万円〔14.7％、22.7 億円〕で、そのうち

法人市民税は５０億３千１百万円〔84.6％、23.1 億円〕となりました。 

地方交付税は２０億６千１百万円で、〔6.6％、1.4 億円〕で、そのうち特別交付税が

３億５千５百万円[84.4％、1.6 億円]となりました。 

国庫支出金は２３億４千２百万円〔△8.3％、△2.1 億円〕で、津波避難マウンド整備

工事の完了や臨時福祉給付金支給事業の終了により減少となりました。 

県支出金は２２億５千３百万円〔23.1％、4.2 億円〕で、畜産競争力強化対策緊急整

備事業費補助金の増加等により増加となりました。 

繰入金は２億３千１百万円〔△60.4％、△3.5 億円〕で、市税等の増収により財政調

整基金からの繰り入れを行わなかったことにより減少となりました。 

市債は１４億５千９百万円〔29.9％、3.4 億円〕で、親子交流館建設及び斎場整備等

の大規模事業の実施に伴い増加となりました。 

その他（使用料、財産収入、繰越金、諸収入等）は、５２億１千８百万円〔16.7％、

2.2 億円〕となりました。 

一方、歳出においては、斎場整備等の普通建設事業費の増額等により、前年度と比べ

１２．７億円の増加となりました。 

主な内訳としては、民生費は８５億３千３百万円〔8.7％、6.8 億円〕で、介護保険の

保険者変更に伴う、東三河広域連合への拠出金の支出等により増加となりました。 

衛生費は２７億５千万円〔11.2％、2.8 億円〕で、斎場整備事業等により増加となり

ました。 

農林水産業費は２５億８千７百万円〔37.2％、7.0 億円〕で、畜産競争力強化対策緊

急整備事業費補助金の増加等により増加となりました。 

土木費は３６億４千６百万円〔24.8％、7.2 億円〕で、親子交流館の建設工事等によ

り増加となりました。 

商工費は７億２千３百万円〔△37.9％、△4.4 億円〕で、企業立地奨励金の減少や道

の駅改修工事の完了等により減少となりました。 

消防費は１５億２千４百万円〔△22.0％、△4.3 億円〕で、津波避難マウンド整備事

業の完了等により減少となりました。 

公債費は２５億５千４百万円〔△5.9％、△1.6 億円〕で、過去に借り入れた高金利の
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市債の償還終了等により減少し、平成３０年度末の市債残高は、１７２億７千万円〔△

5.3％、△9.6 億円〕となりました。 

その他（議会費、総務費、教育費等）は、６７億６千４百万円〔△1.3％、△0.9 億円〕

となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計に田原福祉専門学校特別会計を加えた普通会計の性質別では、人件費・扶助

費・公債費の「義務的経費」は１２３億２千３百万円〔△1.5％、△1.8 億円〕、物件費・

補助費等・繰出金・積立金等の「その他の経費」は１１４億５千万円〔1.5％、1.7 億円〕、

普通建設事業費等の「投資的経費」は、親子交流館建設等の大規模な整備工事及び畜産

競争力強化対策緊急整備事業等、市債及び国県補助金等の特定財源確保による事業実施

により、５２億４千９百万円〔32.2％、12.8 億円〕となりました。 

 

２ 特別会計の決算 

国民健康保険、公共下水道事業、農業集落排水事業、田原福祉専門学校及び後期高齢

者医療の５特別会計の歳入決算額は１１２億２千１百万円〔△35.7％、△62.4 億円〕、

歳出決算額は１０９億８千 1 百万円〔△33.4％、△55.0 億円〕となりました。 

歳入歳出の減少の特殊要因としては、介護保険の保険者が東三河広域連合に変更され、

介護保険特別会計〔平成 29 年度決算額 歳入 48.7 億円、歳出 45.2 億円〕が廃止され

たこと及び国民健康保険特別会計では、国民健康保険制度改革により、愛知県が市と共

に保険者となり、財政運営の仕組みが変更されたため、歳入は８０億７千万円〔△13.2％、

△12.3 億円〕、歳出は７９億２千４百万円〔△10.5％、△9.3 億円〕と大幅な減少とな

りました。 

その他、歳出について増減額の大きなものをみると、 

公共下水道事業特別会計は１５億１千４百万円〔△10.5％、△1.8 億円〕で、田原中

継ポンプ場長寿命化対策工事の完了等により減少となりました。 

農業集落排水事業特別会計は６億６千９百万円〔20.9％、1.2 億円〕で、老朽化に伴

う機器取替工事及び台風による施設修繕工事等により増加となりました。 

【平成３０年度決算の特徴】 

○介護保険特別会計の広域化に伴う決算額の増加（介護保険の保険者が東三河広域連合へ変更） 

歳入 ・介護保険特別会計歳計剰余金及び介護保険基金残高の繰入（繰越金）  5.4 億円 

・東三河広域連合からの受託事業収入                  1.3 億円 

歳出 ・東三河広域連合への拠出金（歳計剰余金及び介護保険基金残高）     5.4 億円 

・東三河広域連合からの受託事業として実施した事業費         1.3 億円 

○翌年度へ繰り越す事業の増加（工事発注・施工時期平準化に取り組む事業の増、国の補正予算

による国庫補助事業の増等） 

 ・繰越事業 農業経営活性化事業他 27 事業の繰越額   26.6 億円〔435.4％、21.6 億円〕 

○市債借入・国県補助金等の特定財源確保による大規模事業の実施 

 畜産競争力強化対策緊急整備事業、田原地区まちづくり事業、福江中学校改修事業、斎場整備

事業等                        52.5 億円〔32.2％、12.8 億円〕 
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第１表

予算現額に対する

歳　入

33,162,277 31,242,865 28,990,354 94.2

11,699,659 11,220,834 10,980,729 95.9

8,229,047 8,072,785 7,923,717 98.1

1,876,596 1,561,954 1,513,928 83.2

690,073 709,811 669,068 102.9

124,257 116,664 116,654 93.9

779,686 759,620 757,362 97.4

44,861,936 42,463,699 39,971,083 94.7

会　　　　計　　　　別　　

公 共 下 水 道 事 業

一 般 会 計

特 別 会 計

国 民 健 康 保 険

合　　　　計

歳出総額（Ｂ）歳入総額（Ａ）

田 原 福 祉 専 門 学 校

予算現額

後 期 高 齢 者 医 療

農 業 集 落 排 水 事 業
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（単位：千円）

決算額の比率（％） 歳入歳出差引額 翌年度へ繰り越す 実質収支 単年度収支 平成２９年度

歳　出 (Ａ)－(Ｂ)　　(Ｃ) べき財源　（Ｄ） (Ｃ)－(Ｄ) 　 (Ｅ) (Ｅ)－(Ｆ) 実質収支 (Ｆ)

87.4 2,252,511 907,707 1,344,804 829,458 515,346

93.9 240,104 22,075 218,029   365,336 583,365

96.3 149,067 0 149,067   302,647 451,714

80.7 48,026 11,977 36,049   12,230 48,279

97.0 40,743 10,098 30,645   50,177 80,822

93.9 10 0 10 2 8

97.1 2,258 0 2,258   284 2,542

89.1 2,492,615 929,782 1,562,833 464,122 1,098,711

　決　　　　算　　　　額
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平成29年度末 平成30年度 差引現在高

現 在 高 発 行 額 Ａ＋Ｂ－Ｃ

Ａ Ｂ 元　　金 利子 計
　 Ｃ Ｄ

政府資金 9,592,905 356,600 1,000,909 73,820 1,074,729 8,948,596

地方公共団体
金融機構

241,901 0 49,062 1,033 50,095 192,839

市中金融機関 6,656,626 988,500 1,151,231 43,387 1,194,618 6,493,895

共済等 1,742,374 114,000 221,262 13,659 234,921 1,635,112

18,233,806 1,459,100 2,422,464 131,899 2,554,363 17,270,442

政府資金 5,935,985 308,300 423,377 94,583 517,960 5,820,908

地方公共団体
金融機構

1,733,412 0 143,128 34,802 177,930 1,590,284

市中金融機関 159,910 57,500 11,430 353 11,783 205,980

7,829,307 365,800 577,935 129,738 707,673 7,617,172

政府資金 2,203,929 61,500 125,807 26,814 152,621 2,139,622

地方公共団体
金融機構

732,028 0 56,041 15,775 71,816 675,987

市中金融機関 50,400 39,200 4,950 102 5,052 84,650

2,986,357 100,700 186,798 42,691 229,489 2,900,259

政府資金 0 100,000 0 100,000

0 100,000 0 0 0 100,000

29,049,470 2,025,600 3,187,197 304,328 3,491,525 27,887,873

第７表

会計

一般会計

　（単位：千円）

小計

農業集落
排水事業
特別会計

市債現在高の状況

区分
平成30年度元利償還額

水道事業
会計

合　計

小計

小計

小計

公共下水
道事業特
別会計
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第９表

人件費 物件費
維　持
補修費

扶助費 補助費等
普通建設
事 業 費

災害復旧
事 業 費

その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

209,631 9,251 5,120 3,555

総 務 費 1,501,241 811,951 23,162 383,551 205,218 406,819

民 生 費 1,334,421 509,666 9,860 3,704,328 1,437,409 194,173 1,217,728

衛 生 費 409,478 1,409,080 45,355 3,390 223,732 578,174 81,065

労 働 費 1,200 350 575 23,000

農 林
水 産 業 費

278,588 122,372 144,205 521,583 1,209,649 309,666

商 工 費 99,233 80,948 17,045 427,782 37,847 70,000

土 木 費 388,322 337,487 218,263 12,777 1,879,458 580,153

消 防 費 950,217 166,260 10,327 86,370 296,058 1,482

教 育 費 738,023 1,453,109 97,684 150,085 195,253 844,464

災害復旧費

公 債 費 2,554,363

諸 支 出 金

歳 出 合 計 5,910,354 4,900,474 565,901 3,857,803 3,294,152 5,248,596 0 5,244,276

　＊ 臨時財政対策債は一般財源として計上

普　通　会　計　歳　出　内　

議 会 費

区　　分
歳　　　　　　　　　　　　　出
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訳　及　び　財　源　内　訳

計
　（Ａ）

国　庫
支出金

県支出金
分担負担
寄 附 金

地方債
その他
特　定

一般財源
　（Ｂ）

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％

227,557 82 227,475 100.0 1.0

3,331,942 26,131 139,189 5,002 72,696 3,088,924 92.7 14.4

8,407,585 1,592,837 951,557 2,809 596,902 5,263,480 62.6 24.5

2,750,274 4,077 17,380 611 211,600 311,346 2,205,260 80.2 10.3

25,125 23,000 2,125 8.5 0.0

2,586,063 2,900 1,051,503 1,000 57,900 44,286 1,428,474 55.2 6.7

732,855 9,195 4,758 76,310 642,592 87.7 3.0

3,416,460 548,355 30,542 4,887 512,000 246,676 2,074,000 60.7 9.6

1,510,714 53,659 7,296 150 155,100 35,679 1,258,830 83.3 5.9

3,478,618 104,616 36,278 14,602 217,500 358,799 2,746,823 79.0 12.8

2,554,363 25,273 2,529,090 99.0 11.8

29,021,556 2,341,770 2,238,503 29,061 1,154,100 1,791,049 21,467,073 74.0 100.0

（Ｂ）の
構成比

（Ａ）　の　財　源　内　訳
(B)/(A)
×100
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財政指数等

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

基 準 財 政 需 要 額
（ 一 本 算 定 ）

（千円） 13,833,385 13,496,890 12,346,223

基 準 財 政 収 入 額
（ 一 本 算 定 ）

（千円） 16,013,860 15,408,550 11,944,583

1.16 1.14 0.97

1.02 1.09 1.09

普 通 交 付 税 交 付 額
（ 合 併 算 定 替 ）

（千円） 2,424,611 1,732,593 1,706,167

臨時財政対策債発行可能額 （千円） 359,474 283,879 305,270

標 準 財 政 規 模 （ 臨 時 財 政
対 策 債 発 行 可 能 額 含 む ）

（千円） 23,526,477 22,047,412 17,435,683

実 質 収 支 比 率 （％） 4.5 2.3 7.7

83.5 87.7 78.0

(84.9) (89.1) (79.2)

積 立 金 現 在 高 （千円） 14,442,167 14,167,722 14,445,238

う ち 財 政 調 整 基 金
現 在 高

（千円） 7,443,368 7,352,305 7,460,757

土 地 開 発 基 金 （千円） 2,804,336 2,806,063 2,802,265

農 地 保 有 合 理 化 基 金 （千円） 100,504 100,564 100,619

地 方 債 現 在 高 （千円） 19,670,128 18,233,806 17,270,442

債 務 負 担 行 為
翌 年 度 以 降 支 出 予 定 額

（千円） 12,688,363 11,275,232 10,641,698

※ 経常収支比率の括弧内は、減収補てん債及び臨時財政対策債を経常一般財源等から除
    いた比率である。

経 常 収 支 比 率 （％）

区　　　　分

財 政 力 指 数 （ 単 年 度 ）

財 政 力 指 数 （ ３ か 年 平 均 ）
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